チャランケ通信　第75号　2014年8月18日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

　朝日新聞「関電の裏面史」、驚きの内藤元副社長の証言の数々
最近の新聞の報道の中で、最初は驚き、やがて「そうだろうな」と思いつつ、それにしても実名でよくここまで証言したな、と思ったのが、朝日新聞紙上で14回にわたった連載、「関電の裏面史」であり、語っているのは関西電力の内藤千百里元副社長(91歳)である。朝日の報道によれば、内藤氏は昨年12月から今年7月にかけて、69時間に及ぶ取材に応じたようで、その動機は「福島原発事故とその後の混迷を見て、自らの歩みを実名で語る決心をした」とのことである。
その中身は、田中角栄から竹下登までの歴代総理等の有力政治家に対して、盆と暮れには総理クラスで1,000万円ずつ毎年2,000万円を電気料金の中から捻出した金で献金してきたという。当初の目的は、「関電のみならず関西財界を東京と同じ地位までレベルアップする」ことにおき、その結果「総理大臣と一対一で何時でも話し合える関係になった」と芦原義重元会長が述べるにまで至ったという。告白された中身では、金を渡した総理の表情や言葉など臨場感あふれるやり取りが述べられ、興味深いものがある。
　内藤元副社長の原発再稼働への発言、小泉元総理にそっくり
　最終回は8月1日、69時間の取材に付け加わったもののようで、これを入れて最終的には81時間に及んだ一大ヒアリングになったという。その最後の独白のなかで、内藤元副社長の原発に関する発言を新聞報道から引用しておきたい。
　　「私の結論は高レベル放射性廃棄物の最終処分地のめどがたてば原発を再稼働すればいい。そのめども立たないのに動かしたら、また高レベル廃棄物が出る。使用済み核燃料を積み重ねるんですか。どこへ持っていくかや。放射能は何万年の話ですよ。子々孫々や。
　　原子力はセキュリティーにかこつけて隠し事が多すぎる。もう一回考えないかん。電力会社だけでなく指導する役所も悪い。学者もいかん。『現状維持　イズ　ベスト』ですねん。そんなんで進歩ありますか。」

　いずれ、この独白はやがて一冊の本になって刊行されるのだろうが、ここまで赤裸々に政治家(与野党)や官僚に対する電力会社の政治献金や接待の実態を、実名で述べた事実は重いものがある。内藤元副社長が関係した政治家の中には、まだ現役の方やご存命の方もおられるわけで、その方々がいずれも裏付け取材にまともに答えていないのが残念である。戦後の政官財の構造的癒着をどのように断ち切ることができるのか、今後とも大きな課題だろう。(朝日新聞社から今年9月19日に『原発利権を追う』をまとめた本が出版される予定とのこと)
　それにしても、原発についての小泉元総理の最近の言動と内藤副社長の発言内容が良く似ていることには驚かされる。

　４～６月期のGDP速報値，前期比年率換算マイナス6.8%
　8月13日、消費税引き上げ後の4~6月期のGDPの速報値が内閣府から公表され、実質で前期比1.7%のマイナス、年率換算で6.8%のマイナスとなった。消費税増税を前にした今年1~3月の駆け込み需要の反動として、大きくマイナスになったことは間違いなく、同じように消費税の引き上げを実施した1997年の消費増税直後の3.5%を上回る景気の落ち込みになったようだ。特に、円安にもかかわらず輸出数量が伸びておらず、個人消費に大きな影響を持つ雇用者報酬も、今春の賃上げもあって4~6月期は前期比1.3%増になったが、物価上昇分を除くと2.2%のマイナスで、増税に加えガソリンや食料品などの値上がりで実質所得が目減りしており、これまた想定以上に消費を押し下げた可能性があると見られている。
　7~9月期の数値如何では、来年10月の消費増税は見送りか
もっとも、何時でもGDP速報値については確定値が出るまで数値が大きく変わる可能性を絶えず秘めており、一喜一憂する必要が無いのだが、それにしてもこの大きな落ち込みが事実としたら、次の7~9月期の動向が気になるところではある。というのも、安倍総理は次の7~9月期の数値を見て、予定通り来年10月から、消費税を8%から10%への引き上げるかどうかを決めたい意向のようなのだ。循環的な景気動向がどうであれ、日本の財政赤字の現状から考えてみて、消費税の引き上げを延期するシナリオは常識的には考えられないはずなのだが、・・・・。
　GDP速報値に対するエコノミスト河野龍太郎氏の的確な見方
　この、GDP速報値を見てBNPパリバの河野龍太郎チーフエコノミストは、最新の8月18日付Weekly Economic Reportで次のような問題点を指摘している。

1 個人消費の弱さは、駆け込み需要の反動だけでなく、消費増税や円安によって実質購買力が損なわれていることも大きく影響している。

2 実質ベースで相当な円安が進み、海外経済が持ち直しているにもかかわらず、供給制約から実質輸出は全く回復していない。

3 2013年度補正予算の編成にもかかわらず、建設労働者不足や資材価格の高騰から、公共投資の執行が遅れている。

4 企業業績の改善から、設備投資は年前半を通してみれば回復はしているものの、更新投資や省力投資の域を出ず、能力増強投資にはつながっていない。また民間で建設投資が停滞しているのは、追加財政によるクラウディング・アウトも影響している。 

　河野氏は、日本経済のトレンド成長率が0.3%程度まで落ち込んでおり、そうした低成長の下で、今や完全雇用状態にあり、安倍政権が今回のGDP速報値を見て、再び総需要刺激策の強化が必要と判断し、財政支出の拡大を目指すことには強く批判をしている。必要なのは、需要サイトではなく、供給能力を高める構造改革なのであり、成長戦略だとしている。
　成長戦略の必要性は理解できるのだが、では、どうしたら可能か
　では、成長戦略はどのようにしたら実現できるのか、残念ながらその点については、概括的にいえば規制緩和による民間部門のイノベーションに期待する、としか応えていないのが現実である。小生は、イノベーションがこれからも起きるだろうが、第2次大戦後の「黄金の60年代」のような、国民生活を大きく転換させたようなイノベーションはあまり期待できなくなっていると思う。成熟した資本主義国家の成長は、極めて緩やかなものでしかなく、それを無理に成長させようとして金融緩和や財政支出の拡大を進めたとしても、バブルを起こしたりスタグフレーションに陥ったり、最近のＥＵのようにデフレへの転落すら危険視されるのが落ちだろうと見ている。とても、2～3％を超すような高度成長は望めない現実を直視すべきである。
　再分配政策の持つ経済成長への貢献にも目を向けるべきでは
それだけに、政府が日本で遅れた分野として社会保障分野に財政投入を進め、ヨーロッパの多くの国々同様「再分配政策」を重視した「社会的市場経済」を目指していく道が残されているのではないか、そこに国民の負担を求め、新しい内需の拡大を求めていく道こそ、日本における一つの成長戦略と私自身は見ている。「税・社会保障一体改革」には、そうした戦略が考えられていると見るべきだと思うのだが、どうだろうか。特に、貧富の格差が大きくなることによる経済へのマイナスが大きく、安定した経済発展にとって問題が大きいことが指摘されている。
河野氏の社会保障に対する見方には賛成できないが、同じ見方をする専門家が多いのが気になる

それでは河野氏は、トレンド成長力を大きく低下させた日本経済にとって、社会保障についてどのようにとらえているのだろうか。この点について、残念ながら社会保障費の膨張によって国民純貯蓄を食い潰し、それゆえトレンド成長率の低下を招く一つの要因になっていると捉えている。さらに、1970年代前半、給付を受ける高齢者の数が圧倒的に少なかった時代に「福祉元年」といわれる「社会保障費の大盤振る舞い」が実施され、その後少子高齢化の進展により高齢者を支える現役世代が減少し、1990年代後半以降社会保障費の膨張で制度が立ち行かなくなり、保険料収入で賄えないため大規模な国庫資金の投入が行われるようになる。90年代は、税収も増えないために、実際には赤字国債を発行することで辛うじて運営されている。つまり、高齢者世代を現役世代だけでなく、将来世代を犠牲にして辛うじて社会保障制度を持続させている、と厳しく見ている。この点については、鈴木旦学習院大学教授が『社会保障亡国論』などを執筆し、マスコミもそれを拡大宣伝することに力を貸しており、どうやら河野氏もそれに同調されていると見ている。
ここで、本来保険料の引き上げや増税できなかった政治の責任に触れていないのは問題であろう。ヨーロッパの社会民主主義が大きな影響力を持つ国では、政治が国民生活を改善していくために社会保障の充実を国民の負担を求めながら進めてきたわけで、それに引き換え日本の政治の体たらくにこそ問題があることを指摘すべきだろう。あるいは、やむを得ず増税をする政治に対して、せんきょで手痛い仕打ちをしてきた国民にも責任の一端がありそうだ。
社会保障の充実が、今日の少子高齢化をもたらしたとは?!
さらに、河野氏は日本の70年代の福祉元年と言われる社会保障の大盤振る舞いによって、国民が家族を支えあうことをしなくなり、結果として少子化への道を開いてきたと見ているようだ。社会保障を充実させたことに少子化の責任があるかのような分析がなされており、産業構造の転換や女性の社会進出意欲の増大に、日本的福祉社会といわれる日本の社会保障制度が追いついていないことにこそ問題があるとは見ていない。ひたすら、社会保障が日本の経済にとって大きな障害となって立ちはだかっていると見ているのだ。河野氏のマクロ経済の分析には納得できることが多いのだが、このような社会保障についての捉え方には残念ながら支持するわけにはいかない。もっとも、河野氏は社会保障問題の専門家ではなく、マクロ経済が専門である。ただ、こうした経済の専門家が社会保障ではどんな捉え方をしているのか、一つの典型的な事例として今回取り上げたものである。
年金の支給開始年齢の引き上げだけでは解決できない現実
特に、年金の問題について河野氏が問題だと指摘しているのが、支給開始年齢が65歳になっていること（正確には2025年に完了予定）、またマクロ経済スライドがデフレ下でも適用すべきこと、さらに年金に関する税制について、年金所得に関しては所得控除の対象になっていることの停止措置を求めている。(Weekly Economic Report「膨張する社会保障が食い潰す国民純貯蓄　トレンド成長率低下のもう一つの理由」2014年7月7日号)
マクロ経済スライドの適用要件の緩和については同意できるのだが、年金の課税問題については、年金所得ではなく、年金保険料の所得控除の事なのだろうか。それとも、公的年金控除が大きすぎることを指摘しようとしているのだろうか。この点は、これだけでは良くわからない。年金課税の在り方の改革も極めて必要な課題の一つであることも間違いない。
今回一番問題にしたいのが、公的年金の支給開始年齢の引き上げ問題である。前号でも指摘したのだが、十分な説明になっていなかったようで、解りにくいという意見が寄せられていた。この点についての間違った認識を持つ学者や専門家が実に多く、是非とも正確な認識を持ってほしい。それは、日本の場合2004年の年金大改正によって、2017年以降の年金保険料の水準が、厚生年金保険料率は18,3％で、国民年金保険料は16,900円で固定化され，100年後に積立金1年分にしていくと決めた事実である。もちろん、それとともにマクロ経済スライドを実施し、夫婦で片方が専業主婦のモデル年金について、所得代替率を50％を維持していくことも制度設計の前提に入っている。そうなると、前提条件が変化しないで65歳から受給開始するのと、70歳から受給するのでは何が変わるのかと言えば、遅れて年金を受給すればそれだけ年金受給額が高くなるだけであり、年金財政にとってプラスになるわけではないのだ。
支給年齢を引き上げれば、受け取る年金がアップするだけ
この点は、今でも国民年金（基礎年金）の受給開始が、65歳では40年の払い込みが完了していれば月額約64,000円の支給が受けられるのだが、1か月遅くする毎に0.7％（年率8.4％）単価がアップし、逆に早く受け取ればマイナスになることと同じことが起きるに過ぎない。多くの年金支給開始年齢引き上げ論者の方たちは、このことを十分に理解していない。つまり、年金財政の好転を図ろうとすれば、年金支払期間×年金保険料＝年金財政全体が引き上がるようにしない限りうまくいかないのだ。もし、年金財政全体を引き上げようとすれば、2004年改革時に決めた18.3％，16,900円という保険料率と支払期間の延長も変えなければならないのだ。それはそれで政治的には増税以上に困難なことではある。
またまた字数が大きくなり過ぎて十分な説明になっていない、とご批判を受けそうである。次回は、この通信全体で全面展開できるようにして、年金問題を継続していきたい。
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